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回次
第85期

中間連結会計期間
第86期

中間連結会計期間
第85期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （百万円） 126,260 179,043 307,554

経常利益 （百万円） 46,277 75,052 122,393

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 32,708 53,443 84,205

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 34,889 54,743 89,270

純資産額 （百万円） 360,237 436,527 406,560

総資産額 （百万円） 491,706 590,998 556,058

１株当たり中間（当期）　　　

純利益
（円） 301.96 493.20 777.29

潜在株式調整後１株当たり　　

中間（当期）純利益
（円） 300.86 491.34 774.26

自己資本比率 （％） 73.0 73.6 72.9

営業活動による　　　　　　　

キャッシュ・フロー
（百万円） 41,509 60,948 97,524

投資活動による　　　　　　　

キャッシュ・フロー
（百万円） △7,627 △7,114 △16,403

財務活動による　　　　　　　

キャッシュ・フロー
（百万円） △22,764 △24,934 △30,938

現金及び現金同等物の　　　　

中間期末（期末）残高
（百万円） 175,847 243,571 215,486

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の状況

当中間連結会計期間（以下、当期）は、スマートフォンやＰＣ向け半導体の設備投資が低調な一方で、生成ＡＩ

関連の需要拡大など特定の用途において積極的な設備投資の動きが見られました。このような市場環境のもと、

精密加工装置の出荷は付加価値の高い製品を中心に堅調に推移し、消耗品である精密加工ツールの出荷も顧客の

設備稼働率等に連動して高水準の需要が継続しました。その結果、当期の出荷額は半期ベースで過去最高を記録

しました。

売上高は機械装置の検収が進捗し大幅な増収となり、高付加価値製品の増加や為替の影響、改善活動の継続など

によりＧＰ率が大きく上昇した結果、大幅な増益となりました。

　売上高　　　　1,790億43百万円（前年同期比 41.8％増）

　営業利益　　　　759億52百万円（前年同期比 68.7％増）　営業利益率　42.4％

　経常利益　　　　750億52百万円（前年同期比 62.2％増）　経常利益率　41.9％

　親会社株主に帰属する中間純利益　534億43百万円（前年同期比 63.4％増）　純利益率　29.8％

（2）財政状態の状況

当中間連結会計期間末（以下、当期末）の総資産は、前連結会計年度末（以下、前期末）と比べ349億40百万円

増加し5,909億98百万円となりました。これは、主に現金及び預金、棚卸資産を中心とした流動資産が増加した

ことによるものです。

負債は、前期末と比べ49億73百万円増加し1,544億70百万円となりました。これは、主に賞与引当金が減少した

一方で、契約負債が増加したことによるものです。

純資産は、前期末と比べ299億67百万円増加し4,365億27百万円となり、自己資本比率は前期末から0.7ポイント

増加の73.6％となりました。

（3）キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、609億48百万円の収入となりました。（前年同期比 46.8％増）

これは、主に税金等調整前中間純利益や契約負債の増加によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、71億14百万円の支出となりました。（前年同期比 6.7％減）

これは、主に工場設備などの有形固定資産の取得による支出によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、249億34百万円の支出となりました。（前年同期比 9.5％増）

これは、主に配当金の支払によるものです。

これらの結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末から280億84百万円増加して2,435億71百万円とな

りました。また、「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フロー」を合算した

「フリー・キャッシュ・フロー」は、538億34百万円の資金増加となりました。
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（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当期において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

当期におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、143億47百万円となりました。

なお、当期において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 216,000,000

計 216,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数(株）
（2024年10月31日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 108,381,183 108,381,183
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 108,381,183 108,381,183 － －

②【発行済株式】

（注）「提出日現在発行数」欄には、2024年10月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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決議年月日 2024年７月18日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役（取締役を兼務する者を含む）  ６

新株予約権の数（個） 70

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） 普通株式 7,000　　　　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 59,993

新株予約権の行使期間 自  2026年８月３日  至  2032年８月２日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格     69,025   （注）２

資本組入額   34,513

新株予約権の行使の条件

新株予約権の行使時においても、当社の執行役、取締

役、もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）または当

社子会社の取締役もしくは従業員(顧問、相談役を含

む。)の地位にあることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由があるものと認め

る場合はこの限りでない。なお、当社または当社子会社

以外の会社より当社または当社子会社に出向中の対象者

が出向解除により出向元の会社へ帰任した場合は、当社

の執行役、取締役もしくは従業員または当社子会社の取

締役もしくは従業員の地位を喪失したものと扱い、また

任期満了により退任または定年退職した対象者が当社ま

たは当社子会社に従業員として再雇用された場合は、当

社の執行役、取締役もしくは従業員または当社子会社の

取締役もしくは従業員の地位を喪失したものとは取り扱

わないものとする。

また、割当を受けた対象者が死亡した場合は、対象者の

相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す

ることができる。ただし、新株予約権割当契約に定める

条件による。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡には、当社取締役会の承認を要する。

質入その他の処分は認めないものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当中間会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２．発行価格は、新株予約権の払込金額9,032円と行使時の払込金額59,993円を合算しております。

なお、新株予約権の払込金額9,032円については、当社執行役（取締役を兼務する者を含む）の当社に対す

る報酬債権と相殺されます。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

2024年８月２日

（注）１．
1,800 108,366,483 54 21,892 54 22,974

2024年４月１日～

2024年９月30日

（注）２．

14,700 108,381,183 39 21,932 39 23,014

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）１．譲渡制限付株式報酬としての有償第三者割当による増加であります。

          発行価格       60,610円

          資本組入額     30,305円

          割当先         当社の執行役　６名

      ２．新株予約権の行使による増加であります。
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１－８－１

赤坂インターシティＡＩＲ
17,661 16.29

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 9,291 8.57

株式会社ダイイチホールディングス 東京都渋谷区広尾３－９－20－403 5,994 5.53

株式会社ＯｃｔａｇｏｎＬａｂ 広島県広島市中区袋町８－８ 5,562 5.13

株式会社ダイイチ企業 東京都港区高輪１－23－33－402 5,044 4.65

STICHTING PENSIOENFONDS ABP

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部)

CORIOVALLUMSTRAAT 46 6411 CD

HEERLEN NETHERLANDS

(東京都港区港南２－15－１ 品川イン

ターシティＡ棟)

2,661 2.45

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505001

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,   

BOSTON, MASSACHUSETTS

(東京都港区港南２－15－１ 品川イン

ターシティＡ棟)

2,554 2.35

関家　一馬 東京都渋谷区 2,100 1.93

STATE STREET BANK WEST CLIENT - 

TREATY 505234

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部)

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY,

MA 02171,U.S.A.

(東京都港区港南２－15－１ 品川イン

ターシティＡ棟)

1,984 1.83

株式会社ブルーオーシャン 東京都世田谷区上野毛２－14－16 1,777 1.64

計 － 54,632 50.41

大量保有者 提出書類 提出日 報告義務発生日
保有株券等の

数（千株）

株券等保有

割合（％）

三井住友トラスト・アセッ

トマネジメント株式会社

他１社

変更報告書 2024年５月８日 2024年４月30日 6,571 6.06

（５）【大株主の状況】

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口)　　　　　　　　17,409千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　　　　　　7,708千株

２．以下の大量保有報告書（変更報告書を含む）が公衆の縦覧に供されておりますが、当社として2024年９月30日

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
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2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 15,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 108,200,100 1,082,001 －

単元未満株式 普通株式 165,183 － －

発行済株式総数 108,381,183 － －

総株主の議決権 － 1,082,001 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ディスコ
東京都大田区大森北

二丁目13番11号
15,900 － 15,900 0.01

計 － 15,900 － 15,900 0.01

②【自己株式等】

（注）他人名義の株式は所有しておりません。

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
代表執行役副社長
営業本部長

取締役
代表執行役副社長
営業本部長
海外営業部長

吉永　晃 2024年７月１日

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けておりま

す。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 215,486 243,571

受取手形、売掛金及び契約資産 46,807 40,586

商品及び製品 28,858 34,023

仕掛品 35,365 42,761

原材料及び貯蔵品 50,768 53,493

その他 9,776 6,504

貸倒引当金 △116 △128

流動資産合計 386,945 420,812

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 89,000 88,416

その他（純額） 58,451 61,206

有形固定資産合計 147,451 149,623

無形固定資産 261 253

投資その他の資産 21,399 20,308

固定資産合計 169,112 170,185

資産合計 556,058 590,998

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,748 7,857

電子記録債務 28,481 26,609

未払法人税等 19,463 19,028

契約負債 48,467 64,091

賞与引当金 31,055 21,338

その他の引当金 1,621 2,369

その他 11,877 12,412

流動負債合計 148,715 153,706

固定負債 781 763

負債合計 149,497 154,470

純資産の部

株主資本

資本金 21,838 21,932

資本剰余金 23,826 23,920

利益剰余金 346,293 374,708

自己株式 △41 △44

株主資本合計 391,917 420,517

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 365 827

為替換算調整勘定 12,936 13,684

退職給付に係る調整累計額 8 2

その他の包括利益累計額合計 13,310 14,514

新株予約権 1,136 1,204

非支配株主持分 195 291

純資産合計 406,560 436,527

負債純資産合計 556,058 590,998

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

売上高 126,260 179,043

売上原価 41,597 52,314

売上総利益 84,662 126,728

販売費及び一般管理費 ※ 39,652 ※ 50,776

営業利益 45,009 75,952

営業外収益

受取利息 50 28

持分法による投資利益 67 183

為替差益 601 -

受取賃貸料 107 121

助成金収入 320 332

その他 142 144

営業外収益合計 1,290 810

営業外費用

為替差損 - 1,677

減価償却費 18 20

その他 4 11

営業外費用合計 22 1,710

経常利益 46,277 75,052

特別利益

固定資産売却益 8 1

特別利益合計 8 1

特別損失

固定資産除売却損 24 21

特別退職金 15 11

建物解体費用 - 245

特別損失合計 39 278

税金等調整前中間純利益 46,246 74,775

法人税、住民税及び事業税 11,703 19,416

法人税等調整額 1,850 1,810

法人税等合計 13,554 21,227

中間純利益 32,692 53,548

（内訳）

親会社株主に帰属する中間純利益 32,708 53,443

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△16 104

その他の包括利益

為替換算調整勘定 1,918 577

退職給付に係る調整額 13 △6

持分法適用会社に対する持分相当額 264 623

その他の包括利益合計 2,196 1,195

中間包括利益 34,889 54,743

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 34,889 54,646

非支配株主に係る中間包括利益 △0 96

（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 46,246 74,775

減価償却費 5,201 5,680

建物解体費用 - 245

持分法による投資損益（△は益） △67 △183

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 16

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,527 △9,477

有形固定資産除売却損益（△は益） 15 20

助成金収入 △320 △332

受取利息及び受取配当金 △50 △28

売上債権の増減額（△は増加） 5,214 5,105

棚卸資産の増減額（△は増加） △13,447 △16,721

仕入債務の増減額（△は減少） 4,843 △537

契約負債の増減額（△は減少） 15,185 17,346

その他 4,600 4,337

小計 56,886 80,247

助成金の受取額 320 532

利息及び配当金の受取額 52 32

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △15,750 △19,864

営業活動によるキャッシュ・フロー 41,509 60,948

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,487 △7,121

有形固定資産の売却による収入 15 5

有形固定資産の解体による支出 - △31

無形固定資産の取得による支出 △29 △36

長期貸付けによる支出 △103 △1

長期貸付金の回収による収入 18 19

その他 △42 51

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,627 △7,114

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 199 65

自己株式の取得による支出 △8 △3

配当金の支払額 △22,881 △24,996

非支配株主への配当金の支払額 △74 -

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,764 △24,934

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,676 △815

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,794 28,084

現金及び現金同等物の期首残高 163,053 215,486

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 175,847 ※ 243,571

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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　前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

　　至  2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

給料及び賞与 10,239百万円 12,734百万円

賞与引当金繰入額 2,803 5,170

研究開発費 12,175 14,347

【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表の現金及び預金勘定の金額は一致しております。
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（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 22,887 634 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月19日

取締役会
普通株式 8,233 76 2023年９月30日 2023年12月１日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 25,028 231 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月17日

取締役会
普通株式 13,437 124 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（注）2023年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、「１株当たり配当額」は当該

株式分割前の金額を記載しております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

主要製品群
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

精密加工装置 74,049 110,336

精密加工ツール 31,568 43,118

その他 20,642 25,588

売上高合計 126,260 179,043

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

（1）１株当たり中間純利益（円） 301.96 493.20

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
32,708 53,443

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
32,708 53,443

普通株式の期中平均株式数（千株） 108,320 108,360

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益

（円）
300.86 491.34

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百

万円）
- -

普通株式増加数（千株） 395 411

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要

2023年７月20日取締役会決議に

よる新株予約権

（新株予約権の個数  181個）

2024年７月18日取締役会決議に

よる新株予約権

（新株予約権の個数 70個）

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2024年10月17日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額……………………………………… 13,437百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………… 124円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 2024年12月２日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

- 15 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年10月31日

株式会社ディスコ

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 永井　　勝

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川口　真樹

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ディス

コの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ディスコ及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表執行役社長 関家一馬及び最高財務責任者 執行役常務 サポート本部長 田村隆夫は、当社の第86期中（自　

2024年４月１日　至　2024年９月30日）の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されてい

ることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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